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（５）その他の設計
　MARICO-2試料部を収納した移送用ポット内
はナトリウムが入った状態となるため、回収後の
MARICO-2試料部をPIE施設に移送するには、移
送用ポット内のナトリウムを抜き取る必要があっ
た。したがって、移送容器の内部にはMARICO-2
試料部を収納後、凝固したナトリウムを溶かすこ
とができるよう電気ヒータを装備している。移送
容器を横置きとして昇温してナトリウムを溶かし
た後、斜めに傾けて溶融したナトリウムを移送用

ポットからドレンするためのドレン架台を別途用
意した。また、ドレンされたナトリウムを回収す
るための容器を、移送容器の側部に取り付けられ
る構造とした（Fig. 13）。
　また、PIE施設側からの要求を受け、ナトリウ
ムをドレンした後のMARICO-2試料部と移送用
ポットは、気密性の高い移送用缶に装填する際
に、窒素ガスを封入して移送できるよう移送用缶
とその取扱装置を設計製作した（Fig. 14）。

Fig. 12  In-vessel observation equipment

Fig. 13  Outline of incidental equipment for transportation of sodium
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４．回収装置の製作・機能試験

　２０１４年１月末までに装置・機器類の製作を完了
し、同１月末から３月中旬にかけて機能試験を実
施した（Fig. 15）。

Fig. 14  Outline of incidental equipment for canning of MARI 
CO-2 test subassembly

Fig. 15  Full mock-up test for MARICO-2 test subassembly re-
trieval system

　機能試験では、回転プラグと原子炉容器下部の
実機構造の必要部分を模擬し、その上に実機回収
装置を設置して、装置単体の調整と全体機能確認
を実施することで、各装置が設計どおりの性能を
発揮することを確認するとともに、運用上の改善
点を抽出し、対策を施した。
　さらに、通常操作に加え、想定される異常時の
対応手順を定め、これらに従って機能試験を行う
ことにより、回収作業に向けて作業員の操作の習
熟を図った。

５．MARICO-2試料部の回収作業

　２０１４年３月上旬から試料部回収装置を現地に搬
入し、３月下旬に組み立て、検査（耐圧・漏洩、
作動）を順次実施した。６月下旬に回収作業を開
始し、７月上旬にMARICO-2試料部を収納するた
めの把持機構及びパンタグラフ機構を内蔵したガ
イド管を原子炉容器内に挿入した。引き続き、原
子炉容器内の高温・高放射線環境条件の下での作
動試験を行い、把持機構及びパンタグラフ機構が
正常に作動することを確認した。
　９月中旬には下部ガイドスリーブ（グローブ
ボックス）での手動操作による原子炉容器内の移
送用ポットを把持する位置の調整、引き上げ操作
を数日かけて行い（Fig. 16）、９月末には移送容器
を原子炉の上部に据え付け（Fig. 17）、MARICO-
2試料部の移送容器内への収納を完了した。

Fig. 16  State of retrieval operation for MARICO-2 test subas-
sembly
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　その後、移送容器を原子炉建家に隣接するメン
テナンス建家に搬出し、移送用ポット内のナトリ
ウムを回収して、（Fig. 18）を実施し、ナトリウ
ムをドレンした移送用ポットは移送用缶に封入さ
れた状態で（Fig. 19）、１０月末にPIE施設に移送し
た。

Fig. 17  Full mock-up test for MARICO-2 test subassembly re-
trieval system

Fig. 18  Operation for transportation of sodium

Fig. 19  Operation for insertion of MARICO-2 test subassembly and transfer pot
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６．おわりに

  「常陽」で実施したMARICO-2試料部の回収で
は、SFR特有の作業環境を考慮して設計の段階か
ら原子炉容器内の状況調査のための試験、炉外要
素試験等を計画・実施し、それらの調査結果、検
証結果をフィードバックすることで適切に設計製
作を進めた。また、製作した装置の機能確認試験
による動作確認、基礎データ取得を徹底し、作業
要領・手順を構築するとともに、作業員の習熟訓
練を重ねることで、原子炉容器内からのMARICO 
-2試料部回収作業を成功裏に終了できた。
　実機機能試験時の習熟と適切な被ばく低減対策
により、約１３００人・日以上の作業員が従事した中
で、作業員の被ばくを個人最大被ばく線量で約
０．２５ mSv、総線量で約０．４９人・mSvと極めて低く
管理することができた。
　原子炉容器内で損傷した計測線付実験装置の回
収作業を完遂したことにより蓄積された経験・知
見は、｢常陽｣のみならず、SFRにおける原子炉容

器内の保守・補修技術開発に大きく資するものと
期待される。
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　株式会社ピーシーエスは、東京電力福島第一原子力発電所事故で汚染された浪江町の汚染現場観察か
ら、土壌の除染対策として、人為的にポテンシャルの低い場（微細気泡）を汚染場所で大量に作る事が極
めて効果的であると考え、特異な構造の加圧浮上装置を使用する除染技術を開発した。この技術を使い福
島県郡山市の汚染現場でその性能を確認した。この方法を改善することで、亜臨界水処理装置と高濃度の
微生物分解装置を使い有機物の汚染を含む広汎な汚染現場で使える方法に発展させた。

　PCS Co., Ltd. (PCS: Pollution Control Systems) considered that the artificially creation of a greater 
number of places with lower potential field (micro-bubble) in radioactively polluted areas by the accident of 
Fukushima Daiichi NPP can be very effective measure for the removal of radioactivity pollution, after site 
investigation in the radioactive polluted fields in Namie town, PCS then developed decontamination 
technology using own unique structured floating pressure-treatment device. We have confirmed the 
performance of this technology in a polluted field in Koriyama city, Fukushima Prefecture. By further 
developing this method, jointly using the subcritical water processing equipment and a high concentration 
microbial decomposition device, PCS has finally developed a method that is useful for a wider polluted area 
including organic contamination.
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汚染土壌の減容化概念の検討
－微細シルト分の分離及び汚染有機物の捕捉と減容工法－

鈴木　敏勝＊ 

Examination of the concept of volume reduction of contaminated soil
－Separation of fine silt, capture and volume reduction method

for pollution organic matter－

Toshikatsu SUZUKI*

儉
儉
儉
儉
儉
儉
儉
儉
儉
儉
儉
儉
儉
儉
儉
儉
儉
儉

儉
儉
儉
儉
儉
儉
儉
儉
儉
儉
儉
儉
儉
儉
儉
儉
儉
儉
魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚魚

＊：（株）ピーシーエス（PCS Co., Ltd. : Pollution Control Systems）

１．はじめに

　（株）ピーシーエスの放射能汚染に対する取り組
みは、チェルノブイリ事故後の経過調査から始
まっていたが。福島での現場試験に至る事項は、
震災初期に、被災した東京電力福島第一原子力発
電所の事故後、ピーシーエス札幌本社に訪問され
た浪江町の住民と北海道大学大学院環境科学院教
授　古月文志教授の依頼により広域に拡散した放

射性物質の除染のための技術開発の求めに応じ
て、関係者と平成２３年８月３０日に浪江町を調査訪
問したことから始まった。
　浪江町の入り口で防護服、靴袋、マスクに着替
えて現地の避難所となっていた体育館の周辺を見
学し、線量計で測ると壁面の目地の部分と階段の
隅の部分で線量計の針が跳ね上がり、汚染物質が
局所に収着している状況が実感出来た。この時点
で観察したことから、細かな粒子であること、水
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平、垂直にかかわらず、平面上の部分には少ない
ことから、細かさが通常経験するレベルではない
との実感があった。また、この時点でこの粒子は
捕捉出来る、濃縮出来るとの予感があった。この
考え方は後に続く南相馬での現場試験、郡山での
現場試験を経てスリックスシステム（SRICS: Sr: 
Strontium, I: Iodine, Cs: Cesium）と呼称され研究
された１）～５）。
　汚染粒子が細かく分散して広域に拡散した場合
は次の事項が予測できる。
ａ）分散当時の状況でランダムに拡散して行く
が、時間が経つと移動再分布し、その繰り返し
の中で物理的にポテンシャルの低い場所に集積
しやすくなる。
ｂ）ポテンシャルの低い場所は簡単に考えると地
形的な低地、河川湖沼で言うと底質なので、コ
ンサルタント業の友人に浪江町の地形図、航空
写真、立体図、水系の現況を調べるよう依頼した。
ｃ）拡散が空中で起きたと考えると風の流れに乗
り、現実に起きたホットスポットが雨の影響で
出来ることはその後の報道の通りであるが、そ
の時々で微細な粒子は拡散範囲にあるポテン
シャルの低い場所に収着することが分かる。微
粒子の流程にあった山林の一部に人の入れない
５００μSv/h程度の高濃度を示す場所があるのも
山林組合などの情報から後で知ることが出来た。
ｄ）ポテンシャルの低い場所は地形的に考えると
分かりやすいが、極端に細かな粒子だと化学的
なポテンシャルの低い場所も収着する場所にな
る。これも簡単に考えると、落ち葉や森林の樹
木の葉の端部や表面のひび割れ、とげの先端、
土壌で考えると表面の凹凸、ひび割れ、表面の
開口部、微細な穴の表面などになり、さらに概
略を考えると、電子密度の大きな場所になる。
ｅ）電子密度の大きさを考えると、落ち葉のフミ
ン質に集まる放射性物質や、アミノ酸や有機酸
により溶出する放射性物質や、以下に述べる微
細気泡に集まる放射性物質の挙動が分かりやす
くなる。

２．土壌表面と微細気泡の表面

　浪江町での簡単な観察から、この大きな問題が

解決可能との直感をもたらしたのは、ポテンシャ
ルの低い場所に集まる粒子の細かさを実感したか
らであり、その物理的な空間にある微粒子を集め
るには、ポテンシャルの低い場所を大量に作り出
し、放射性微粒子を集積して濃縮すれば良いこと
が自然に分かる。こうして放射性物質の濃縮に微
細気泡を使った浮上分離法が１つの方法として考
えられた。
　あとは如何に
ａ）効率よく、広域に拡散した放射性微粒子を集
めるか？

ｂ）広域のどの場所で安全に濃縮集積してどの様
に蓄積するか？

ｃ）汚染された土壌や有機物を洗浄して効率よく
元に戻す方法を定めるか？

ｄ）濃縮された土壌や有機物をどのように減容す
るか？

ということになる。
　土壌を観察した結果を参照すると福島県郡山の
実験場所の表土は次のような状態であった（Ta-
ble 1）。

　川内村での事例では入れ替えられた圃場の表土
の表面で３７０００ Bq/kgであった。この場合は圃場
の間近の森林からの再分布が起きていると推定出
来る。これらのことから、非常に微細な粒子が表
面に収着している様子が実感出来る。

３．除染システムの概要

　先に述べた方法論の各項目を郡山での試験に先
立ち、福島県南相馬市原町区で加圧浮上装置によ
る放射性物質に汚染された駐車場コンクリート
面、瓦屋根、建物周辺の土壌、雨水槽、トラック
輸送業者の洗浄水槽、側溝の洗浄水などを加圧浮

Table 1  Radioactivity of contaminated soil in
　　　   Koriyama test site (April, 2014)

放射能（Bq/kg）表土の種類

24000表土

12000深さ数mmを集めた表土

 3000深さ数cmを集めた表土
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上槽に導いて、高分子凝集剤による凝集と加圧浮
上分離を用いて行った（Fig. 1）。当時の南相馬の

状況と結果は以下の通りである（Table 2）。
　

　この結果から見ると、微細な放射性物質は加圧
浮上装置で発生させた微細気泡の表面に収着し濃
縮され浮上分離されることが分かる。水相におい
て、ポテンシャルの低い場を大量に人為的に作り
出し、その表面に放射性物質を収着させることが
出来ることになる。

　微細気泡の表面は負に帯電しやすく電子密度の
濃い場所であり、激しく流動する気液界面が在る
が、可視光で白く見える微細気泡の外に、人間の
目では透明に見える超微細気泡を大量に含むこと
が分かっている（Fig. 2、Fig. 3）。　

Fig. 2  Flocculation device in Minamisouma Fig. 3  Surface of floating device in Minamisouma

Fig. 1 Floating device for treatment of contaminated site cleaning 
in Minamisouma test site

Table 2  Result of radioactivity measurement of floating device treatment of cleaning 
 waste water in Minamisouma test site (May, 2013)

Cs合計（Bq/  ）Cs-137（Bq/  ）Cs-134（Bq/  ）試料名

3.4～5.42.2～3.61.2～2.0加圧浮上処理水

63000～11000039000～7000024000～42000加圧浮上分離物（浮上物）



― ３１ ―

Journal of RANDEC 謂 5３（Mar. 201６）

４．郡山市での試験

　南相馬での試験結果を踏まえて、郡山で当時放
射性物質であるセシウムの吸着材料として注目さ
れていたプルシャンブルー及びCNT（Carbon 
nanotube）プルシャンブルーを含むスポンジ材料
の放射性物質のセシウム吸着試験が行われた
（Fig. 4）。ここで、高温でガス化したセシウム含
有排気をエジェクターで気液洗浄した洗浄水から
の放射性微細粒子の分離に加圧浮上分離装置が使
われた。旋回燃焼炉の中に落下させた放射性汚染
土から気化したセシウムをエジェクターで洗浄後
の排気を耐熱繊維フィルターに、次に、ブロック
状にネットを積層したCNTプルシャンブルー吸
着スポンジ槽を通過させブロアーに吸引後、
HEPAフィルターを通過させ排気する構造とした。
　エジェクター洗浄水は凝集反応槽で凝集剤
（PAC＋アニオン高分子凝集剤＋少量のカチオン
凝集剤）を添加して撹拌し凝集させ、加圧浮上分
離装置に流入する直前で微細気泡を含む加圧水を

旋回させながら混合して流入させ微細気泡に収着
した微細な土粒子を含む凝集フロックを浮上分離
する。加圧水で洗浄しシルト分が浮上分離された
土粒子の放射線量を測定し、洗浄水量を土壌量の
３から５倍量としてシルト分を分離すると洗浄土
に残留した放射性物質の汚染量は以下の通りと
なった（Table 3）。

Fig. 4  View of test platform in Kouriyama

Table 3  Treatment of silt removal by floating device (April, 2014)

（単位　Bq/kg）

アスファルト含有土表土C表土B表土A状態＼試料名

790250030002200加圧洗浄前　Cs

  72   210240120加圧洗浄後　Cs

　この結果から以下の事項が明らかになった。
ａ）土壌中のシルト分に吸着した放射性物質は微
細気泡を含む加圧水で撹拌洗浄することでその
９０％余りを分離できる。
ｂ）放射性物質を含むシルト分は加圧浮上分離法
で分離濃縮出来る。
ｃ）加圧浮上分離法の処理水は洗浄水に循環使用
出来る。

　以上の検討を踏まえ、放射能に汚染された土壌
の除染工法スリックスシステムを構築する。

（１）洗浄及び清浄化
　汚染土を水中撹拌洗浄で、汚染土洗浄後の汚染
水を加圧浮上処理により清浄化し、発生した汚染
汚泥を脱水減容化する。必要な場合に応じて亜臨
界水処理による無害化・減容化を行う。このため、
広範囲の深刻な汚染に対応出来る。清浄化した土
は元の土地に戻し、処理水は再利用や放流を行
う。また、減容化した汚染汚泥は放射能汚染など
で再利用できないものは管理隔離し、それ以外の
ものはそれぞれの分野での再利用を行う。汚染土
の搬入から洗浄シルト分分離後、場内静置、水切
り、搬出までのイメージをFig. 5に示す。

５．汚染土処理法の構成フローの考え方
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（２）処理フローチャート
　汚染現場の放射性汚染核種の種類や規模、危険
な有機物、汚染土壌有機物、汚泥、木片、枯れ葉
などの夾雑物の有無に合わせて処理方法が変わ
る。セシウムなど特定の汚染源に対する処理フ
ローをFig. 6に、多種類化合物（多核種の複合汚染
源）に対する処理フローをFig. 7に、多核種の放射
性物質の汚染、危険な有機物、多量の有機物（土

壌微生物、汚泥、ダイオキシン、有機リンなど）
を含む汚染土、排水などに対する処理フローを
Fig. 8に示す。
　ここでの有機物処理を行う亜臨界水処理装置は
固形を含む有機物を高温高圧で低分子化し、高濃
度活性汚泥法と膜分離活性汚泥法は高濃度（１００００
～４５０００ppm）の汚泥濃度により有機物を分解して
減容化する機能を持つ。　

Fig. 5  Operation image of contaminated soil carry-in-and-out
 (Remove contaminated silt soil from land soil with use of a floating device and nano-bubbles 

containd recycled water)
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Fig. 6  Basic treatment of soil decontamination

Fig. 7  Multi-step reaction process for multi-nuclide contamination
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６．個々の主要なユニットプロセスについて

　スリックスシステムによる処理の一連の流れは
以下の通りである。
（１）汚染土の搬入
　収集された汚染土を攪拌洗浄用の第一洗浄池に
投入する（Fig. 9）。

（２）水中撹拌と重機による攪拌洗浄
　水中攪拌機と重機を併用して汚染土を洗浄水
（加圧水、加圧浮上処理水、補給水）による攪拌洗
浄を行う（Fig. 10）。

Fig. 8  Subcritical water treatment for multi-nuclide contaminated soil with high-level of organic content
 (Organic materials change to low-molecular-weight hydrocarbon and get high density microbial 

breakdown)

Fig. 9  Carry in contaminated soil in cleaning pond

Fig. 10  Machine agitation and agitator in water
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　洗浄池のシルトの懸濁した洗浄水は連続的に沈
降する洗浄池の隅の表層から加圧浮上処理工程へ
ポンプアップされる。ここで細かなシルトを含む
洗浄水が加圧浮上槽へポンプアップされる。洗浄
された第一洗浄池の沈降した汚染土は第二洗浄池
に重機で移送し、すすぎ～水切り工程を経て重機
で池から搬出され、仮置き場に静置して水切り
後、搬出される。

（３）薬剤添加による汚濁成分のフロック生成
　汚染水の性状に合わせてあらかじめ検討された
凝集剤、中和剤、吸着剤、化学反応薬剤、シール
ド剤等の薬剤を調整添加して凝集フロック（綿状
の塊）を生成する（Fig. 11）。

　第一及び第二洗浄池で使用された洗浄水や搬入
された汚染水は凝集反応槽で凝集剤の投入、攪拌
を行われ、浮遊物や汚濁成分のフロックが生成さ
れる。
　汚染の核種や状況によって凝集反応槽は通常の
２槽式や多槽式に変更する。強い放射性物質の汚
染ではシールド剤、吸着剤などの投入と凝集が多
層式反応槽で調整出来る。　　

（４）加圧浮上処理
　加圧浮上槽に送られた汚染水（洗浄水含む）は
加圧水に含まれる極微細な気泡の働きによりフ
ロック・浮遊物・汚濁成分が浮上分離される（Fig. 
12）。浮上分離したスカム（浮上物）は脱水処理
へ移送され、処理水は放流や洗浄水として再利用
される（Fig. 13）。

（５）脱水処理
　水分を多量に含むスカムは脱水処理され、亜臨
界水処理へ送られる。発生した処理水は再度凝集
反応槽へ送られる。汚染物、汚泥の性状に合わせ

Fig. 11  Flocculant addition and agitation
             in flocculation reactor

Fig.12  Generated micro bubbles in floating device 
and floating substance on surface of device

Fig.13  Floating device and treated sewage
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Fig. 14  Dewatering device

Fig. 15  Subcritical treatment device

て脱水機を選定する。亜臨界水処理を行わない場
合は、この工程後、搬出される（Fig. 14）。

（６）亜臨界水処理（有機物の低分子化と減容、有
害物質の無害化処理）

　圧力容器内に高温高圧の水蒸気を送り込み、処
理 物対象物と攪拌することで燃焼せずに有機物
の分解処理を行い、有機物を低分子化し、減容す
る（Fig. 15）。また、危険度の高い有機塩素化合物
や有機リン化合物なども簡易に無害化し、微生物
毒性のない物質に低分子化出来る。後工程の低分
子有機物の微生物分解が容易になる（Fig. 16）。

（７）微生物処理（生物酸化による徹底的な減容）
　再利用不可な亜臨界水処理後の処理汚泥や処理
後の液体を生物酸化により更なる減容化を行う。
亜臨界水処理で低分子化された有機物は高速で微
生物分解される（Fig. 17）。広範囲に有機物汚泥
の発生が予測される場合に、減容化の為に亜臨界
水処理と併用して、あるいは単独で除染システム
に組み込まれる。

Fig. 16  Product of subcritical treatment (low-molecular substance)

Fig. 17  Image of high concentration activated sludge process
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（８）搬出亜臨界水処理及び高濃度微生物処理によ
り減容化が完了した高濃度化した汚染汚泥は、
汚泥脱水機の凝集反応槽で放射性物質のシール
ド剤を調整した状態で安全に脱水搬出する。

７．まとめ

　南相馬市原町区でのトラックヤード周辺での微
細気泡を含む加圧水による放射性物質の洗浄と加
圧浮上分離処理による回収操作の試験から始まっ
た一連の試験は、微細な粒子に付着した放射性物
質の洗浄と濃縮分離及び洗浄水の循環利用によ
り、簡易に実施できる除染方法であることが震災
の初期に確認できた。この方法が、洗浄水中に含
まれる有機物が混入する場合や有機物そのものの
汚染物が多量に発生した場合に対応できる洗浄法
を検討する中で、洗浄方法や回収方法、処理方法
のノウハウが郡山市での試験で積み重なり、発展
してスリックスシステムが成立した。現場での試
験からこの方法が現在福島県に蓄積した汚染土の
減容化処理に使える可能性が十分ある。
　本来加圧浮上分離設備は浮遊物の分離や油脂の
分離、有機物の分離に使われ、亜臨界水処理設備
は濃厚な有機物汚染や有機物の減容化、樹脂を含
む広範囲の有機物の加熱分解処理に使用される。
高濃度活性汚泥法は実際の現場において通常の活
性汚泥法が微生物汚泥濃度３０００から５０００ppmの濃

度で使われる活汚泥法が、微生物濃度が大幅に増
大したもので、汚泥濃度１００００ppm程度の想定が
あるが、実際には経験上、無機物を含んだ状態で
４５０００ppmの高濃度でも運転でき、高速で有機物
の減容が進む。これらの手法の組み合わせは、固
形有機物を含む除染現場に応用できると考えられ
る。福島の現場では汚染土壌だけでなく、汚染さ
れた稲わらや畜産糞尿などが蓄積しているため、
適切な工法になると思われる。さらに事例を重ね
て技術的に進化することを希望している。

参考文献
１）芹澤昭示，マイクロ・ナノバブルの基礎，日
本マリンエンジニアリング学会誌，第４６巻，第
６号（２０１１）．

２）高橋正好，他，微細気泡の最新技術，NTS出
版，２００６年１１月．
３）大成博文，大成博音，中山孝志，他，マイ 
クロバブルの発生機構と生理活性，可視情報 
学会誌，Vol. ２３, No., Supplement2, p. １０５-１０６
（２００３）．
４）都並結依，大成博文，大成博音，他，マイク
ロバブルの物理的性質と水質浄化，日本高専学
会誌，Vol.13, No.2, p. ３-８（２００８）．

５）（株）ピーシーエス，特許５４３８７４０，特許５７９２４５０， 
特願２０１４-１５１２４３．
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本社： 〒193-0832 東京都八王子市散田町 3-7-23 
 TEL (042)673-0500（代） FAX (042)667-6789 

営業ご案内：(03)6206-4321 

放射能分析をはじめ、環境に関する問題何でもご相談下さい！（ISO/IEC 17025 認定機関※） 
※放射性セシウム（廃棄物、土壌、食品）、土壌中重金属等、ダイオキシン類 

◆ 調査・分析 
作業環境測定（電離放射線含む）/ダイオキシン類/PCB/アスベスト調査/土壌調査/大気環境・排水・水質調査/放射能核種分析/ 

放射性ストロンチウム（文科省測定法シリーズ２に準拠）/MOVING LAB による現地分析（アスベスト、PM2.5、放射能）/臭気調査 

◆ コンサルティング 
環境アセスメント/生活環境影響調査/悪臭対策/土壌汚染対策/ 

◆ 試験・研究 
放射能に関する受託試験（公的研究機関からの受託実績あり）/レアメタル分析/ナノマテリアル計測/異物分析・構造解析 

 

調査・分析から研究開発、アフターフォローまでお客様の様々な環境課題にお応えします！ 



木村化工機株式会社
ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境事業部

☎  東京営業部:03-3837-1831  大阪営業部:06-6488-2533

遮蔽体から遠隔自動化設備まで
原子力関連業界で

◆　60年以上の経験と実績　◆
設計・製作から据付・調整まで一貫して可能な、

当社ならではの調和のとれた設備をご提案

○各種遮蔽機器、設備

○放射性物質取扱・処理設備

○核燃料、放射性廃棄物輸送容器

○グローブボックス及び内装設備

等々多品目

営
業
品
目

ISO 9001 ASME U

三菱マテリアルは

放射性廃棄物処理・処分放射性廃棄物処理・処分、

使用済燃料再処理他、

献原子燃料サイクル分野で社会に貢献します。

三菱マテリアル株式会社
エネルギー事業センター
〒330 8508 さいたま市大宮区北袋町1 297〒330‐8508  さいたま市大宮区北袋町1‐297
Tel : 048‐641‐5691



〒１０５－００１３ 東京都港区浜松町1丁目27番9号トラストビル7階
TEL ０３－６４３５－９５６８ FAX ０３－６８０９－１３８４

E-mail   info@ricanal.jp
URL    http://www.ricanal.co.jp

RICANALは放射線遮蔽分野においてトップレベルの技術をご提供いたします

安心・安全・信頼を実現するテクノロジー

放 射 線 遮 蔽 塗 料
「鉄の比重で鉛と同等の遮蔽率」

国際出願 No.PCT/JP2014/057268

株式会社 RICANAL

■ 完全防水・水洗い可
■ 高視認性（反射機能生地使用）

6.6%の遮蔽率は、γ線Cs-137の点線源で測定した数値です。実際
の作業環境化では、γ線は点線源ではなく面線源のため、当該遮

蔽率でも充分な安全性が確保できます。

放射線遮蔽コンテナ 放射線遮蔽運搬用コンテナ

シート写真

特願No.2014-2219968

特願No.2015-96014

「鉛と同等の遮蔽率で鉛より比重が小さい」

放射線遮蔽体

シート状放射線遮蔽体

塗布型放射線遮蔽材及び放射線遮蔽性エラストマー材料
国内優先特許 特願No.0214-053979

特願No.0214-041587 特願No.0214-041588

防護服

出願特許

出願特許

出願特許

放射線遮蔽保管用コンテナ

放 射 線 遮 蔽 シ ー ト

放射線遮蔽防護服

ＲＩＣＡＮＡＬ製シートが薄膜で放射線遮蔽効果が高い理由

RCh-TypeⅠ 総重量 4.1Kg シート厚 0.5mm

《東京都立産業技術研究センター測定 （26依開バ 第1114号）》

（蝶理株式会社 製造）

（株式会社リカナル 製造）

外周（上面・底面・側面）を二重構造にしたステンレスの隙間
に遮蔽塗料を抽入した六角形のハニカム構造コンテナです。

放射線遮蔽率99%以上も可能

2014年1月10日、RANDEC様ご協力のもと、福島県いわき市に於いて放射線量
4.241µSv/hの汚染瓦礫の入ったフレコンバッグを遮蔽コンテナに入れた場合の

放射線減衰量試験を行いました。

■ コンテナ表面から距離１ｍ

フレコンバック線量4.241µSv/h → 0.068µSv/h  98.3%の減衰効果

■ コンテナ表面から距離１Ｃｍ

フレコンバック線量4.241µSv/h → 0.484µSv/h  88.5%の減衰効果

Cs-137遮蔽率 6.6%

γ線は,物質の中で光電効果やコンプトン散乱反応を起こし,エネルギーが吸収されたり、入射したγ線が散乱したりします。
弊社シートは、その放射線エネルギーの吸収作用が高い原子の電子をラジカル軌道にし,物質の中で電子が自由に作用

できるような散乱効果を高める物質を付加した薄膜シートを積層しているため、薄膜でも遮蔽効果が高いのです。

RCh-TypeⅡ 総重量 8.0Kg シート厚 1.0mm

RCh-TypeⅢ 総重量 12.0Kg シート厚 1.5mm

Cs-137遮蔽率 9.6% 

Cs-137遮蔽率 11.8%



半世紀に渡る切断技術を極めた
切断・切削・研削のパイオニア

浅見工業株式会社
http://asami-k.co.jp

☜ この様な大型難削
材でもバンドソーは対
応可能です。

■ オペレーターは、切断現場作業外で操作

パネル、モニターで遠隔操作等 ≪開発中≫

■ 遠隔操作による鋸刃交換 ≪開発中≫

〒377-0025 群馬県渋川市川島1081 TEL 0279-23-6130  FAX 0279-24-6795

　　　また、自社工場ではそれらを用いての各種切断作業（破壊テストピース採取、大型素材

からの個取り）等も拝命しております。　切断でお困りの際はご用命下さい。

高性能自動式ガントリー型帯鋸盤

浅見工業株式会社は、
ニーズの聞き取りから
特殊切断機の
設計、開発、

設置までを行う会社です。

・取扱例：
　KASTOmaxcut OEM特注

・切断可能大きさ：
　1600mm＊1600mm
・仕様：
　耐久型構造、
  中型材から大型
  難削材切断仕様
（鋸刃は超硬・バイメタルを使用）

その他：　◆超大型化仕様　◆水中切断仕様　◆高耐久仕様　◆遠隔操作仕様等

ご希望に合わせてコーディネートを行います。

取扱例

≪開発中特注仕様等≫

廃棄物処理現場用帯鋸盤　減容化目的特注仕様

帯鋸切断機イメージ

■ 油圧に代わって全ての駆動装置はエレク
　　トリックモーター仕様に

■ 鋸刃の冷却・潤滑は特殊エアー等採用

■ その他切断作業内で随所に特殊仕様導入

≪開発中≫

ニッケル合金モネル合金チタン合金インコネル合金



株式会社 ヴィジブル インフォメーション センター 
〒319-1112 茨城県那珂郡東海村村松440 
電話 029-282-1654 FAX 029-282-8788 e-mail call@vic.co.jp 

http://www.vic.co.jp/ 

Microsoft、Windows は、米国 Microsoft Corporationの米国及びその他の国における登録商標または商標です。 その他、記載されている会社名、製品名は、各社の登録商標または商標です。  

■納入実績 

 国 際 放 射 線 防 護 委 員 会 (ICRP)1990 年 勧 告
（Publication 60）対応版としてしゃへい物に係わる限度
等、使用施設等に係る基準となる量として新たに定義され
た実効線量Ｅを算出する計算コードをサポートする総合計
算システムです。 
 充実したユーティリティプログラムや Windows環境での
データハンドリングの快適な操作性がしゃへい設計作業の
効率化に役立つこととなるでしょう。 

国際放射線防護委員会（ICRP）1990年勧告
（Publication 60）対応 

γ線しゃへい計算システム 

点 減 衰 核 法 に よ る γ線 簡 易 
し ゃ へ い 設 計 コ ー ド の 
運 用 環 境 を 提 供 致 し ま す 。 

● 日本原子力研究開発機構 
原子力科学研究所 

● 日本原子力研究所 東海研究所 
● 日本原子力研究所 大洗研究所 
● 核燃料サイクル開発機構 

大洗工学センター 
● 核物質管理センター 
● 京都大学原子炉実験所 
● 東京電力柏崎刈羽原子力発電所 
● 日本アイソトープ協会 
● 日揮 

● 清水建設 
● 大成建設 
● 大林組 
● 日立エンジニアリング 
● ﾆｭｰｸﾘｱ・ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ 
● 放射線医学総合研究所 
● 海上技術安全研究所 
● 高エネルギー加速器研究機構 
● 電力中央研究所 

順不同、敬称略、法人格名略 

価格(税込)1ライセンス：500,000円 動作環境：Microsoft Windows 7/8/8.1/10 

γShielder 価格・動作環境 

■概要 

Windows 10 対応版を販売しています。 
旧バージョンからのアップグレード特別価格：99,360円（税込） 

原子力関連施設の安全性評価のための解析業務に豊富な実績があります 

 原子力関連施設の安全性評価では、放射性物質発生量の計算から、人の被ばく線量計
算にいたるまで、様々な解析手法を駆使する必要があります。V.I.C.は、関係省庁や各研究機
関と協力し、一連の解析手法に関連する技術・知見を積み上げてきています。 
 

● 廃棄物中の放射能量の計算（燃焼計算、放射化計算）－ORIGEN2 
● 放射線輸送計算、遮へい計算－QAD、MCNP、PHITS  
● 埋設処分施設の安全評価（地下水流動解析、核種移行解析、線量評価） 

－3DSEEP、Dtransu、TOUGH2、GSA-GCL、GSRW  

2次元物質移行解析結果例 

 

1次元核種移行解析結果例 
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